
太陽光発電設備の適正な導⼊に向けた
静岡県の取組

平成30年10⽉30⽇（⽕）
静岡県

写真提供：静岡県観光協会
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２ 県内の再⽣可能エネルギーの状況

１ 静岡県の概況

【本⽇の説明内容】

３ 再⽣可能エネルギーの導⼊促進への取組
４ ⼤規模太陽光発電の適正導⼊に向けた取組
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１ 静岡県の概況①ー静岡県の経済基盤ー
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１ 静岡県の概況②ー世界クラスの資源・⼈材群ー
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２ 県内の再⽣可能エネルギーの状況
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太陽光発電

FIT導⼊量
全国第７位！

【静岡県の特徴】
●全国ﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙの⽇照環境
●⻄部地域の導⼊が⽐較的進む

⾵⼒発電

FIT導⼊量
全国第８位！

【静岡県の特徴】
●⾵況に恵まれた地域
●伊⾖半島や⻄部地域沿岸部で導⼊

が進む

中⼩⽔⼒発電

FIT導⼊量
全国第３位！

【静岡県の特徴】
●⽔資源が豊富な地域
●農業⽤ダム・河川など可能性⾼い

バイオマス発電

FIT導⼊量
全国第２位！

【静岡県の特徴】
●豊富な森林資源、農業・畜産業、

⾷品加⼯業の集積背景に資源が存在

静岡県の再⽣可能エネルギー導⼊量 地域別 再⽣可能エネルギー導⼊量内訳

FIT開始後
約3.8倍

FIT制度余剰電⼒買取制度

（H29.3⽉現在）



３再⽣可能ｴﾈﾙｷﾞｰの導⼊促進への取組①

ふじのくにエネルギー総合戦略の策定（平成29年3⽉）

計画期間：平成29年度から平成32年度まで
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新エネルギー等
種類別

【当初基準】
H21年度

【現状】
H28年度

【⽬標】
H32年度

新
エ
ネ
ル
ギ
ー

太陽光発電 2.4 (※9.9) 37.2 (※152.0) 49.0 (※200)
太陽熱利⽤ 5.9 7.1 10.0 
⾵⼒発電 2.0 (※4.5) 7.9 (※17.7) 8.6 (※20.0)

バイオマス
発電 2.2 (※3.0) 2.9 (※4.0) 6.2 (※6.0)

熱利⽤ 3.9 5.4 6.0

中⼩⽔⼒発電 1.1 (※0.9) 1.4 (※1.2) 2.3 (※1.9)
計 17.8 61.9 82.1

ガスコージェネレーション 39.4 (※45.0) 43.3 (※49.0) 74.6 (※85.0)

新エネルギー等計 57.2 105.1 156.7

○新エネルギー等導⼊⽬標 （単位：万ｷﾛﾘｯﾄﾙ（原油換算）※設備容量 万kW）
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３再⽣可能ｴﾈﾙｷﾞｰの導⼊促進への取組②



【太陽光:（⽬標）H32年度末 設備容量200万kW】
本県の⽇照環境という特性を⽣かしながら、新エネルギー導⼊
拡⼤の原動⼒として、引き続き導⼊の拡⼤を図る。

○重点取組
⼾建て住宅に加え、集合住宅、事業所、農業施設等で蓄電池
との組み合わせ等による⾃家消費を中⼼に利⽤する太陽光発
電の導⼊を促進する。
・事業者⽤太陽光発電の導⼊促進
・太陽光発電の有効利⽤（電⼒融通など）の促進
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３再⽣可能ｴﾈﾙｷﾞｰの導⼊促進への取組③



【経緯】
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４⼤規模太陽光発電の適正導⼊に向けた取組①

○平成29年４⽉~６⽉
県内某市において計画されていた太陽光発電事業に対し、
地元住⺠らが地元市⻑、県知事に反対署名を提出。

○平成29年６⽉
地元市⻑が、事業者に計画を⽩紙撤回するよう申し⼊れ。
⇒10項⽬の懸念を事業者に⽰す。

○平成29年7⽉
事業者、計画の⽩紙撤回は困難と表明。

○平成29年12⽉~平成30年1⽉
地元市が国や県に対して太陽光発電事業に係る法令等整備を要望。



【10項⽬の懸念】
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４⼤規模太陽光発電の適正導⼊に向けた取組②

(１)⼟砂崩壊や流出による川・漁港・海・神社への影響
(２)漁業、スキューバダイビングなどの観光産業への影響
(３)観光地としての景観への影響
(４)「ユネスコ世界ジオパーク」認定への影響
(５)動植物や⼟壌の微⽣物等の⽣態系への影響
(６)太陽光パネルによる温度上昇等の影響
(７)近隣別荘地の⽔源（地下⽔）への影響
(８)森から追われた動物等による農作物や⽇常⽣活への影響
(９)⼯事完成後の事故及び災害等が発⽣した場合の責任所在が不明
(10)売電事業終了後の施設等の維持管理の責任所在が不明



４⼤規模太陽光発電の適正導⼊に向けた取組③

○メガソーラー導⼊に係る庁内連絡調整会議
平成24年7⽉、メガソーラー導⼊を促進させるため、候補地の
情報提供、相談窓⼝のワンストップ化を⽬的とし、組織。
⇒平成30年1⽉、地元市からの要望を受け、メガソーラーによる
防災、環境、景観上の懸念等に対応すべく、規制等に関して、
情報共有を図りながら、連携し対応している。

11

所掌事務 ○メガソーラーに関係する法規制等に関すること
○上記に掲げる法規制等に基づく指導・助⾔に関すること

メンバー
建築安全推進課、⾃然保護課、廃棄物リサイクル課、⽣活環境課、観
光政策課、エネルギー政策課、農地利⽤課、森林保全課、河川砂防管
理課、砂防課、景観まちづくり課、⼟地対策課、⽂化財保護課

開催実績 計６回（平成30年1⽉以降）

【メガソーラー導⼊に係る庁内連絡調整会議概要】



４⼤規模太陽光発電の適正導⼊に向けた取組④
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○太陽光発電施設に関する実態及び課題に係る
市町アンケート調査
太陽光発電設備の適正導⼊を図るため、環境保全、景観保全、災
害防⽌等の観点から必要な施策ついて、全市町の意向を調査した。

対象施設 ⼟地に⾃⽴し設置されている10kW以上の施設（住宅⽤は除く）

実施時期 平成30年3⽉

実施⽅法 メールによる調査

回収率 100％（35市町／35市町）

【アンケート調査概要】



４⼤規模太陽光発電の適正導⼊に向けた取組⑤
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太陽光発電施設に関する実態及び課題に係る
市町アンケート調査結果

（１）現状分析（課題の認識、トラブル事例の把握）
○⻑期にわたる事業の性質上、設置後の管理体制など事業者に関する課題が最も多かった。
○55％の市町において、トラブルの発⽣（または危惧される）事例があり、その場所は、
森林が最も多く58％を占めている。

太陽光発電施設の設置に係る課題認識
(⾃由記⼊）

33
22
21

19
6
5
5

0 10 20 30 40

事業者
⾃然環境

制度
景観

　安全性
⽣活環境
その他 N=111

（件）
トラブルの有無

トラブルあり
10

（29%）

トラブルが
危惧される
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トラブル事例における場所の内訳
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４⼤規模太陽光発電の適正導⼊に向けた取組⑥
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（２）規制や基準に関する意向

○88％の市町が何らかの規制や基準が必要と回答。
○市町独⾃の基準（条例や指導要綱など）については、66％の市町が定めている、
または今後定める予定。

条例等の区分 件数
太陽光発電施設等
に関する条例・規則 4（2）

景観計画 5（0）

太陽光発電施設に
関する指導要綱 2（0）

⼟地利⽤事業に関
する指導要綱 13（3）

太陽光発電施設に
関するガイドライン 3（3）

計 27（8）
※（）は内数で今後策定予定分

基準の内容規制や基準に関する意向

規制等を
設けるべき
31

（88%）

分からない
1

（3%）

規制等を
設けるべきと
は思わない

3
（9%）

N=35

市町独⾃の基準の有無

定めている
15

（43%）

定める
予定
8

（23%）

定めて
いない
12

（34%）

N=35



４⼤規模太陽光発電の適正導⼊に向けた取組⑦
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（３）県が所管する関連制度に対する意向

○環境アセスの対象範囲について、55％が⾯積等の要件を⼩さくし、対象事業を増やすべき。
○県独⾃の太陽光発電施設の適正導⼊ガイドラインの制定について、68％がガイドラインを
整備すべき。
○⼀部には市町に委ねてほしいとの意⾒もあり。

環境アセスメント対象範囲について

分からない
5

（14%）

対象事業を
増やすべき
19

（55%）

現状のまま
でよい
11

（31%）

N=35

県独⾃の太陽光適正導⼊
ガイドラインの制定について

わからない
8

(23%)

県独⾃の
ガイドライン
を整備する
必要はない

3
(9%)

県独⾃の
ガイドライン
を整備
すべき
24

(68)%

N=35



４⼤規模太陽光発電の適正導⼊に向けた取組➇
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市町アンケート調査結果を受けて・・・

①環境影響評価制度の適⽤範囲の⾒直し
※H30.8.31改正規則公布。施⾏⽇はH31.3.1。

※⿃獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第29条の特別保護地区、⾃然公園法第20条の特別地域⼜は第22条の海域、
公園地区、⾃然環境保全法第25条の特別地区⼜は第27条の海域特別地区、静岡県⽴⾃然公園条例第19条の特別地域、
静岡県⾃然環境保全条例第13条の特別地区内の⾯積５ha以上



４⼤規模太陽光発電の適正導⼊に向けた取組⑨
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市町アンケート調査結果を受けて・・・

②県独⾃のガイドライン策定の検討

地域の特性を踏まえ、かつ独⾃基準と合わせ、
各市町がガイドラインを策定することがより効果的

○県独⾃の太陽光発電施設の適正導⼊ガイドラインの制定について、68％がガイドラインを
整備すべき。
○市町独⾃の基準（条例や指導要綱など）については、66％の市町が定めている、
または今後定める予定。
○⼀部には市町に委ねてほしいとの意⾒もあり。

【県と市町によるモデルガイドラインの検討】
⇒市町によるガイドラインの策定を⽬指す



４⼤規模太陽光発電の適正導⼊に向けた取組⑩
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○参加者構成（メンバー）
【太陽光発電設備の適正導⼊に向けたガイドライン検討会】

・県関係課（メガソーラー導⼊に係る庁内連絡調整会議関係課ほか）
・県内市町（環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ・都市計画・建設等担当課）

○開催内容（全４回開催予定）
回数 検討内容等

第１回 7/30(⾦)
○検討会の趣旨説明
○太陽光発電事業者からの説明（（⼀社）太陽光発電協会）
○意⾒交換（太陽光発電事業に対する県の政策等について）

第２回 9/20(⽊)
○国の事業計画策定ガイドラインの説明（資源エネルギー庁）
○モデルガイドライン記載項⽬に対する意⾒交換

第３回 10/20(⾦)
○ガイドライン策定⾃治体からの事例紹介（⻑野県佐久市）
○モデルガイドライン素案に関する意⾒交換

第４回 11⽉下旬 ○モデルガイドラインの作成・公表



４⼤規模太陽光発電の適正導⼊に向けた取組⑪
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①地域における⽴地特性を公表、周知することで、
適切な場所への⽴地を促す

②届出様式等により、事前に情報を⼊⼿することで、
関係機関や地域との迅速な情報共有を実施

③事業者との事前協議や調整により、地域住⺠との
トラブルを未然に防ぎ、適正な事業への指導を実施

④設置後の撤去も含めた適正な管理

【市町のガイドラインに期待する効果】
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ご清聴ありがとうございました。


